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近年，都市部では集中豪雨などにより水害リスクが高まる傾向にある．また，今後多くの都市で人口減

少が進展していくことが予想されており，水害リスクを考慮しつつコンパクトな都市を目指す土地利用施

策の必要性が高まっていると考えられる．本稿では，各種水害対策，水害リスクを考慮した集約型都市の

実現に向けての土地利用施策が将来の人口分布に及ぼす時系列的な影響を評価可能なモデルを提案する．

また，富山県富山市を対象に，浸水被害予測と人口分布の実態を踏まえたモデルのパラメータ推定の方法

について示す． 
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1. はじめに 

 

 近年，気候変動等を背景として，大雨の発生回数が増

加傾向にあり，水害リスクへの対応の重要性が増加して

いる．我が国における水害リスク対策は，堤防・調節

池・下水道・人工放水路の整備などのハード施策と，避

難支援などのソフト施策を両輪として進められている．

代表的なソフト施策として洪水ハザードマップ(以下，

洪水HM)の整備があげられる．2001年の水防法改正以降，

洪水予報河川および水位周知河川を対象に，浸水想定区

域図および洪水HMの整備が進められており，その公表

数は、2014年7月9日現在で1,305(国土交通ハザードマッ

プポータルサイト 
1)  

)と一定の水準に達している．  

 一方，わが国では2000年代後半以降人口が減少に転じ，

今後さらなる人口減少が見込まれている．総務省による

と，2010年現在約12,806万人のわが国の人口は2060年に

は8,674万人になり，2110年には4,286万人になると推計さ

れている．また，日本創世会議(2014) 
2)によると全国の

49.8%の市町村で20～39歳の女性の人口が5割以上減少し

消滅の可能性が指摘されているなど，人口減少を踏まえ

た市街地再編等の必要性が高まっている．インフラ維持

管理の効率化や，環境負荷低減など持続可能な都市を理

念とするコンパクトシティの重要性が注目されているが，

持続可能性の実現に向けては，安全・安心(水害リスク

の低減化)の視点も重要である． 

そこで本稿では，水害リスクを考慮したコンパクトシ

ティ化に向けての土地利用施策が，将来の人口分布に及

ぼす影響を評価可能なモデルを構築することを目的とす

る． 

 土地利用施策に伴う家計・企業の立地選択変化を小地

域で分析可能な代表的なモデルとしては，土地利用マイ

クロシミュレーションモデルと，応用都市経済(CUE：

Computable Urban Economic)モデルが挙げられる． 

UrbanSim
 3) に代表される土地利用マイクロシミュレー

ションモデルは，各種属性毎の家計や企業の土地利用行

動の違いに着目したモデルであり，近年ではマイクロデ

ータの精緻化や住宅属性の違いの考慮などによるモデル

の改良が図られている．杉木ら(2013) 
4) は，マイクロシ

ミュレーションにおける初期世帯マイクロデータ推計シ

ステムを富山市を対象に適用し，世帯構成・続柄・年
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齢・性別に関してゾーン別に推計を行い，実都市への適

用可能性を確認している．金崎ら(2014) 
5) は，マイクロ

シミュレーションを行う際，年代によって世帯属性や住

宅属性が転居行動へ与える影響が異なると考え，転居年

代の違いによる転居行動をロジットモデルを用いて分析

を行っている． 

CUEモデルは，家計や企業等の最適行動と土地市場に

おける需給均衡(立地均衡)を仮定したモデルで，上田ら

(2009) 
6) により発展経緯が整理されている．CUEモデル

に関する近年の研究としては，萩野ら(2011) 
7) ，堤ら

(2012) 
8) などがある．萩野ら7)は，物流施設や工場・商業

施設を対象に立地均衡モデルを構築し，東京都市圏を対

象に人口の都心回帰が産業立地に及ぼす影響を分析して

いる．堤ら8) は，土地市場だけでなく建物市場を考慮し

たCUEモデルを構築し，東京湾アクアラインの料金値下

げによる効果について従来のCUEモデルとのシミュレー

ション，比較を行い，建物市場の考慮が推計結果に及ぼ

す影響を考察している． 

また，水害リスクを考慮したCUEモデルに関する既往

研究としては，髙木ら(2001) 
9) や，寺本ら(2010) 

10) が挙げ

られる．髙木ら 
9) は，浸水リスクが立地選択に影響を及

ぼすと仮定し，そのメカニズムのモデル化を行い，治水

対策による便益を評価している．寺本ら(2010)
 10) は，多

くの世帯は浸水リスクをあまり考慮せず立地選択行動し

ていると考え，浸水リスクに基づいた土地利用規制政策

を実施した場合に生じる費用と便益を比較し，大阪都市

圏よび東京都市圏を対象に適用性・妥当性を検証してい

る．しかし，これらの既往研究では現在のハザード情報

に基づく立地選択行動を仮定しており，また将来時系列

の人口分布を推計できるモデルとなっていない． 

 

2. 人口分布推計モデル 

 

(1) モデルの概要 

 本稿のモデルは前年の人口分布を所与とし，家計の転

居行動，土地の需給バランスを考慮して当年の人口分布

をアウトプットする体系とする．アウトプットされた人

口分布を再びモデルにインプットすると翌年の人口分布

が算出され，これを繰り返すことによって将来時系列の

人口分布を推計することができる． 

 家計の行動については，①転居意思の有無，②転居先

地域の選択の2段階の意志決定行動を仮定する．また，

転居先地域の選択に際しては，転居先候補となる各地域

の水害リスクおよびその認知度が行動に影響を与えるも

のとする． 

 本稿のモデルは，CUEモデルをベースとし，土地(住

宅地)について家計による上記の2段階の転居行動を踏ま

えた需要，不在地主による供給，これらの均衡(価格調

整)を考慮する体系とする．本研究におけるモデルのフ

ローを図-1に示す． 

 

 

図-1 人口分布推計モデルフロー 

 

 (2) モデルの定式化  

a) 転居行動モデル 

 転居意思の有無はライフスタイルの変化(例えば子供

の独立，就職，結婚，持ち家の購入など)に伴い転居を

行うと仮定し，世代別・転居前後の住宅タイプ別に，実

態データに基づき転居割合を設定する．転居前後の住宅

タイプは，借家・賃貸→持ち家，借家・賃貸→借家・賃

貸，持ち家→持ち家，持ち家→借家・賃貸，の 4通りで

ある． 

 各世帯の転居先地域の選択は，髙木ら 8) を参考に，各

転居先候補の地域における効用水準を基に多項ロジット

モデルで表現できると仮定する．各世帯の転居先地域の

選択確率を(1)～(6)式に示す． 
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ここで， Pi
rsはゾーン rに居住する世帯 i のゾーン s の選

択確率を表している．U は効用水準を表し，V は効用水
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準確定項，εは効用水準確率項である．w は状態(平常

時・洪水時)を表し，φは 水害生起確率，A は洪水安全

度，Bは水害後保有資産額，C は個人属性，I は所得，R

は地代，T は中心駅までの所要時間である．a，b，d，

αz，αhはパラメータであるが，αhは水害リスク認知に

よって変化するパラメータであると仮定している．H は

効用関数の序列を整合化する定数 ( = 10) であり，Hは浸

水深である．D は資産被害率，Z は保有資産額，Xkは個

人属性を表す k番目の変数，cはパラメータである． 

b) 住宅地需要量 

 住宅地需要量は各ゾーンの人口に 1世帯あたりの居住

地面積を掛け合わせることで求まると仮定する．t 年に

おける住宅地需要量を(7)～(8)式に示す． 
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ここで Qは住宅需要量，Nは人口，lは 1世帯あたりの

居住地面積，jは属性(ここでは世代・住宅タイプを示す)，

t  は年，N
*は転居意思ありの人口を表す． 

c) 住宅地供給量 

 地主は地代収入が大きくなるように住宅供給行動を起

そうとする．例えば，地代が高い場合にはより多くの土

地を供給しようとし，低い場合供給量を減らすことにな

る．t  年における住宅地供給量を(9)式に示す． 
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ここでLは住宅供給量，δはパラメータ，Yは供給可能

面積を表す． 

d) 土地市場の均衡 

 各ゾーンにおける土地需要量と土地供給量が一致する

ように土地市場の価格調整が行われ，最終的に各ゾーン

の立地量が決まる．t 年における土地の需要量と供給量

の均衡は(10)式で表される． 
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3. 実証分析 

 

(1) 対象地域 

対象地域は，LRT をはじめとする公共交通を活性化

させ，沿線に都市機能を集積させることにより，公共交

通を軸としたコンパクトシティ政策を行っている先進的

な自治体の一つである富山県富山市とする．富山市の市

街地は，一級河川であり急流河川として知られている神

通川と常願寺川に挟まれた扇状地に位置し，水害リスク

に対して脆弱性の高い市街地となっている．  

 

(2) 対象地域の現状分析 

 図-2 は神通川(図中左側)と常願寺川(図中右側)が 48 時

間あたり神通川 260mm，常願寺川 500mm (どちらも約

150 年に一度程度の大雨)が降った場合の浸水被害の予測

をしたものである．データ出典は国土数値情報ダウンロ

ードサービス 11)である．また図-3は神通川と常願寺川流

域の 500mメッシュ別人口を表す．データ出典は平成 22

年国勢調査である．図-2，図-3 から富山駅を含む中心市

街地の水害リスクは，都市郊外部と比較して高く，神通

川沿いを中心として，浸水想定深が 2m 以上となる地域

が広がっていることが分かる． 

 

  

図-2 神通川・常願寺川最大浸水深の分布 

 

 

図-3 平成22年富山市500mメッシュ別人口分布 

 

(3) モデルのパラメータ推定方法 

 (3)式のパラメータ推定には，水害リスクも踏まえて，

どのような転居意思への影響が生じるかや，立地選択に

当たりどのような行動を行うかなどのパラメータを推定

する必要がある．推定に当たっては，既存調査・文献等

を参考に整理する他，必要に応じて富山市民を対象とし
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たアンケート調査等を実施することが有効である．パラ

メータ推定にあたり，把握の必要性が高いと考えられる

要素について，表-1に示す． 

 

表-1 パラメータ推定に必要であると考えられる要素  

区分 項目

共通要素
各要素が立地選択に与える影響の重み付
け，各要素の判断の基準となる閾値　等

個人属性
年齢階層，性別，家族構成，居住地域，
住居タイプ　等

転居要素
現在の転居意向・予定等，転居後の住居
タイプ　等

生活環境
要素

通勤・通学先，買い物施設，最寄りバス
停・鉄道駅等への近接性　等

経済要素 地価・家賃　等  

 

 また，本稿の目的である水害リスクの影響を考慮した

将来の人口分布の推計においては，表-2のような水害リ

スクに関する意向の把握・設定も重要と考える． 

 

表-2 水害リスクに関する要素 

区分 項目

水害リスク要素
の影響度

水害リスクの程度が居住地選択へ
与える影響度

現行のリスク情報
の評価

現行の洪水HMの評価

望ましいリスク情報
に対する意見

より理解しやすい(居住地選択に反
映させやすい)情報の提供方法に
ついて  

 

特に本稿の対象地域には，神通川・常願寺川をはじめ

として複数の河川が流下しているが，浸水想定における

降雨確率は 50年～150年に一度の幅を持った設定がなさ

れている．また外水氾濫時には，市街地側で内水氾濫が

発生している可能性があるが，現時点では同時発生等の

情報は未整理である．複数河川が近接する地区の住民に

とっては、横並びの水害リスクの評価・理解が困難とな

っている可能性等も念頭において，現行の水害リスク情

報への評価や望ましい情報提供のあり方について示唆を

得ることが重要と考える． 

また，一般に居住地選択行動は水害リスク等だけでは

なく，様々な要因を同時決定していると想定されること

から，意向等の把握においてはコンジョイント法等の適

用が有効と考える．プロファイルアンケート調査を行う

場合の調査票の例(借家から借家への転居)を表-3 に示す． 

 

表-3 プロファイルアンケート調査票の例 

周辺環境① 周辺環境② 周辺環境③

富山駅までの所要時間
（バス・LRTを利用）

10分 20分 30分

食品スーパーまで
（徒歩）

5分 5分 5分

公園まで
（徒歩）

10分 15分 10分

3m
（2階浸水）

1m
(床上浸水)

0.5m
(床下浸水)

9万円 7万円 5万円

自
宅
か
ら
の
所
要
時
間

予想浸水深

家賃  

4. おわりに 

 

 本稿では，水害リスクを考慮した土地利用施策が人口

分布に及ぼす時系列的影響を評価可能なモデルの構築を

行った．また，浸水被害予測と人口分布の実態を踏まえ

たモデルのパラメータ推定方法を提示した．今後は，構

築したモデルを用いた実証分析を行い，水害リスクを踏

まえた将来の人口分布推計モデルの深化を図る予定であ

る． 

 本稿の分析手法により，人口減少下において水害リス

クを踏まえた人口分布の将来推計が可能となり，安全・

安心なまちづくりの検討に寄与する基礎的な情報を提供

するとともに，リスク対策におけるハード施策とソフト

施策の効果的な連携に向けた評価等が可能となると考え

られる． 

なお，本稿では世帯を対象に立地均衡モデルを構築し

ており，企業の立地選択行動については今後の課題と認

識する． 
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